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１ 計画策定の目的とその背景と経緯 

ツキノワグマは、絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（ワシ

ントン条約）の附属書Ⅰに掲載されるほ乳類で、国際的には希少な野生動物である。我

が国では、既に絶滅した九州及び絶滅の危険性が高い四国を除いて、分布域、生息数と

もに回復しつつある。特に、東北、関東甲信越、北陸の各地では、狩猟獣という位置づ

けの中で安定的に生息し、近年、分布域の拡大も見られてきた（特定鳥獣保護管理計画

作成のためのガイドライン(クマ類編)(環境省、2017)より）。 

近年ツキノワグマの他、シカやイノシシなど野生動物と人との軋轢の増大が、全国的

にも大きな課題となってきたため、国は平成 11 年の鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律（以下「鳥獣保護法」という。）の改正を行うと共に、野生鳥獣の科学的・計画

的な保護管理を実施するための特定鳥獣保護管理計画制度が創設された。 

石川県でも、この制度に基づき、平成 13 年度に「石川県特定鳥獣保護管理計画」を策

定し、平成 14 年度から 18 年度までの 5 ヵ年の計画的な保護管理を実施していたが、平

成 16 年秋には、金沢市以南の各地で人里に大量のツキノワグマが出没し、人身被害防止

のため 166 頭ものツキノワグマを捕獲するという過去に例のない事態となった。 

このため、平成 17 年度に、人身被害の防止を徹底するため、県・市町・関係機関及び

地域住民の役割分担や大量出没の予測、出没時の対応等を盛り込んだ「石川県ツキノワ

グマ出没対応マニュアル」を策定し、体制を整えた。 

その後、平成 18 年の秋には、東北地方南部から中部地方を中心に全国的に大量出没が

発生し、石川県でも、同時多発的な出没が見られたことから、出没対応マニュアルに基

づき、初めての大量出没警戒情報を発令し、県民への被害防止に努めた。 

このような大量出没の要因分析やツキノワグマの生息実態の解明のため、平成 17 年度

から目視調査による個体数推定調査を、また平成 18 年度からヘアートラップ調査を実施

し、より詳細な生息数推定や生態の解明に取り組み、平成 19 年 3 月には、「第２期石川

県ツキノワグマ保護管理計画」を策定した。 

しかし、第２期保護管理計画期間中の平成 22 年秋にツキノワグマの大量出没が発生し

たため、早期にクマの生息実態を把握し、常習化するクマの大量出没への対応を図る必

要があったことから、平成 23 年 3 月に、第２期保護管理計画を 1 年延長するとともに、

白山・奥美濃ツキノワグマ広域保護管理指針との整合性を図り、捕獲上限数を引き上げ

るなどの改定を実施した。第３期保護管理計画の策定に際して、クマの個体数推定調査

とともに、里山周辺でのクマの定住化が危惧されている現状を把握するため、平成 23 年、

24 年の 2 ヵ年にかけて調査を実施した。この調査結果を踏まえ「第３期石川県ツキノワ

グマ保護管理計画」を策定した。更に、平成 25 年、クマの定住はないものと考えられて

いた邑知低地帯以北で目撃情報があったことから、今後の能登地域でのクマ分布拡大に

備えるため、平成 26 年 9 月、第３期保護管理計画を一部変更し、計画対象を県全域に拡

大した。 

平成 26 年、鳥獣保護法が改正され、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律（平成 27 年 5 月 29 日施行）に名称変更するとともに、従来の「特定鳥獣保護管理

計画」が「第一種特定鳥獣保護計画」と「第二種特定鳥獣管理計画」に区分された。本

県のツキノワグマは、その生息域の拡大及び人身事故や林業被害等の人との軋轢から、
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管理すべき鳥獣とし、「第１期石川県ツキノワグマ管理計画」を策定した。 

平成 28 年度には、七尾市能登島や能登町で初めてツキノワグマが目撃されており、生

息域の拡大が懸念される。こうした中、平成 28 年、平成 29 年の 2 ヵ年にかけて生息状

況を調査し、個体数推定及び将来予測を行い、その結果を踏まえ「第２期石川県ツキノ

ワグマ管理計画」を策定し、人身被害等の防止を図るものである。 

 

 

表１ 特定鳥獣保護管理計画の変遷とツキノワグマの出没状況 

 

計画名（策定年度） 計画期間 主な（変更）内容 トピック

石川県特定鳥獣保護管理計画(H13) H14～H18

・年間総捕獲数を推定生息数の
10%以内とする
・保護地域、緩衝地域、排除地域
に区分し保護管理

・H16秋の大量出没(1006件)
　
・H18秋の大量出没(333件)
　→「出没警戒情報」発令

第２期保護管理計画(H18) H19～H23
・保護管理を行う区域を七尾市以
南に拡大

第２期保護管理計画（変更）(H22) H19～H24
・年間総捕獲数を推定生息数の
12％に引き上げ
・計画期間の１年延長

第３期保護管理計画(H24) H25～H29
・推定生息数を700～900頭とする ・H25邑知低地帯以北で初の

目撃

第３期保護管理計画（変更）(H26) H26～H29

・計画対象を県全域に拡大 ・H26鳥獣保護法改正
　→「鳥獣の保護及び管理並
　　　びに狩猟の適正化に関
　　　する法律」

第１期管理計画(H27) H27～H29
・ツキノワグマを第二種特定鳥獣
として計画策定

・H28七尾市能登島、志賀
町、能登町で初の目撃

・H22秋の大量出没(353件)
　→「出没警戒情報」発令
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２ 管理すべき鳥獣の種類 

     ツキノワグマ 

 

３ 計画の期間 

     平成３０年４月１日～平成３４年３月３１日  

ただし、期間内であっても、生息状況等が大きく変化した場合又は、鳥獣保護管理事業計画の

変更等により整合を図る必要が生じた場合は、計画の改定等を検討するものとする。 

 

４ 管理が行われるべき区域 

   県内全域を計画対象区域とする。 

      市町名  所管する農林総合事務所名 

加賀市、小松市、能美市、川北町 南加賀農林総合事務所 

白山市、野々市市 石川農林総合事務所 

金沢市、津幡町、かほく市、内灘町 県央農林総合事務所 

宝達志水町、羽咋市、中能登町、 

七尾市、志賀町 

中能登農林総合事務所 

穴水町、輪島市、能登町、珠洲市 奥能登農林総合事務所  

 

図１  石川県における行政区分 
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５ 現状 

（１）本県および隣接県の状況 

   石川県におけるツキノワグマ（以下「クマ」という。）の分布域は、白山・奥美濃

地域個体群（富山県・石川県・福井県・岐阜県・滋賀県）に属し、地域個体群全体と

しては、個体数水準４（安定存続地域個体群）と評価され、絶滅の恐れがある状況に

はない。（「特定鳥獣保護管理計画作成のためのガイドライン（クマ類編）（環境省、

2017）」） 

また、白山・奥美濃地域個体群は、富山県の神通川流域から岐阜県の長良川流域に

至るラインで北アルプス地域個体群と区分されるものの、両個体群は連続した分布域

を形成しており、その個体群の規模は大きく安定している。 

 

   白山・奥美濃地域では、平成 16 年と平成 18 年秋に低地部へのクマの大量出没が各

地で見られるなど、エサ資源の状況変化に対して、クマの生息動向に共通した現象が

見られた。また、里山地域の二次林が成長しているなど、生息環境にも共通性が見ら

れる。 

    

 

 

図２ 石川県周辺の保護管理ユニット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境省自然環境局生物多様性センター（2004）及び「特定鳥獣保護管理計画作成の

ためのガイドライン（クマ類編）（環境省、2017）」より作成。 
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（２）生息環境 

県内でクマが生息するとみられる市町は、川北町、野々市市、内灘町を除く 10 市

6 町である。 

その総面積は約 4,140 ㎢で、森林面積は約 2,510 ㎢であり、そのうちクマの生息

に適している天然林が分布する面積は約 1,410 ㎢である。 

天然林の多い（60％以上）市町は、加賀市、小松市、能美市、白山市及び金沢市

である。一方、人工林面積は、約 990 ㎢（人工林率 40.0%）で、その約７割はスギ

の植林地である。 

なお、人工林率は輪島市で最も高く（60.6％）、金沢市、小松市、白山市を除く

全市町で 30％を超えている。 

 

 

図３ 石川県の植生自然度 

 

植生がほとんど残存しない 
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自然植生で多層の植物社会を形成 

自然植生で単層の植物社会を形成 
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（３）生息動向及び捕獲等の状況 

① 目撃件数及び分布  

平成 25 年から平成 29 年における目撃件数の年間合計は、それぞれ 150～250 件

となっているが、秋の大量出没がみられた平成 16 年、平成 18 年、平成 22 年は、

年間 300 件を超える出没がみられている。平成 25 年以降の目撃件数を見ると、 

5 月～7 月の目撃件数が増えているが、この時期は親離れしたばかりの警戒心の少

ない若いクマや、繁殖期を迎えて行動範囲を広げるオスのクマが里山地域で活動

しており、クマが恒常的に里山地域で活動していると考えられた。（図４） 

この現象を確認するため、平成 23 年から、毎年金沢郊外の里山地域で自動撮影

カメラによるクマの生息調査を行ってきた。 

過去 5 年間の調査結果を見ると、平成 25 年に比べ、クマの活動が確認されてい

る区画は増加しており、平成 26 年には全ての調査区画で生息が確認された。この

ように、複数頭数以上のクマが、春から秋を通して広く里山を利用していること

が明らかになった。（図５） 

 

 

図４ ツキノワグマの月別目撃件数の推移 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計
5～7

月計

H16 0 0 1 5 16 30 38 22 184 560 141 9 1,006 84

H18 1 0 0 4 11 16 4 13 82 161 40 1 333 31

H22 1 0 0 7 6 21 29 14 48 185 37 5 353 56

H25 0 0 3 7 38 46 19 10 8 11 0 5 147 103

H26 0 0 1 7 24 33 50 34 36 55 11 5 256 107

H27 1 1 0 5 25 32 59 17 25 14 14 2 195 116

H28 0 0 0 10 49 76 26 19 27 29 8 2 246 151

H29 0 0 0 4 39 56 45 14 16 15 8 3 200 140

0

50

100

150
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（件）
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図５ 過去５年間の自動撮影カメラによるツキノワグマの撮影回数（金沢市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜調査地位置図＞ 

 

 

：10回以上

：20回以上

：30回以上
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3 1 0 8 9 7 13 6 5 9 11 1 13 10 3
8 3 0 19 12 8 4 11 5 1 16 11 7 14 13
7 0 3 18 57 7 3 11 3 10 8 3 14 35 4
7 2 25 15 15 40 3 7 11 20 1 9 2 3 43

4 2 18 6 29 15 10 4 6 8
計86回 計297回 計158回 計139回 計194回
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平成 27 年の本計画書においては、クマが生息するとみられる市町は、川北町、

野々市市、内灘町を除く七尾市以南の 8 市 3 町としてきた。 

しかし、平成 28 年には、七尾市能登島で 3 件の目撃があったほか、穴水町で 1

件、能登町で 6 件、志賀町で 13 件の目撃があり、平成 29 年にも、能登町で 2 件

の目撃があったことから、分布は拡大傾向にあり、奥能登地域についてもクマが

生息している可能性があると考えられる。（表２、図６） 

 

 

表２ 市町別のツキノワグマ目撃件数 

年 合計 加賀市 小松市 能美市 川北町 白山市 野々市市 金沢市 津幡町 かほく市 内灘町 宝達志水町 羽咋市 中能登町 七尾市※ 志賀町 穴水町 能登町 輪島市 珠洲市
H20 128 14 23 17 15 25 10 1 19 2 1 1
H21 58 9 15 6 1 16 4 7
H22 353 82 65 22 56 108 11 5 3 1
H23 60 11 7 9 1 7 22 1 1 1
H24 126 14 29 8 14 43 3 1 6 3 5
H25 147 24 25 10 13 46 11 2 2 2 1 11
H26 256 15 30 12 94 96 1 3 2 1 2
H27 195 15 70 3 18 51 18 6 1 3 7 3
H28 246 17 66 14 19 1 67 5 9 13 4 3 8(3) 13 1 6
H29 200 14 29 8 29 95 2 11 1 2 7(2) 2

合計 1,769 215 359 109 1 266 1 569 66 39 1 55 16 13 37(5) 13 1 8 0 0
※七尾市　H28,29年の(　)の数字は能登島での目撃件数  
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図６ ツキノワグマの分布（生息調査による分布及び目撃情報のあった地域） 

 

～昭和54年までの生息地域

～平成15年までの生息拡大地域

平成16年新規出没地域

平成17～18年新規出没地域

平成21～22年新規出没地

平成19～20年新規出没地域

平成23～24年新規出没地域

平成25～26年新規出没地域

凡 例

平成27～28年新規出没地域

平成29年新規出没地域
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② 生息個体数 

＜生息個体数の変遷＞ 

クマの生息個体数（以下「個体数」という。）推定については、昭和 45 年に捕

獲個体数を基に、白山市（旧吉野谷､旧尾口､旧白峰３村）に生息するクマの個体

数（成獣のみ）を 300～400 頭と推定したのが最初で、その後、昭和 60 年に県内

の個体数（成獣のみ）を 500～600 頭と推定している。 

また、平成 7 年から 9 年の 3 ヵ年で、残雪期の直接観察による個体数推定調査

を実施し、平均生息密度と生息域の天然林面積を基に、約 560 頭（成獣のみ）と

推定した。その後、クマはぎ被害の拡大等の状況を受け、平成 14、15 年の 2 ヵ年

間、同様の調査を行った結果、個体数（成獣のみ）は約 700 頭に増加したものと

推定した。 

さらに、平成 16 年秋の大量出没を受け、平成 17 年と 18 年に調査を実施すると

ともに、平成 18 年と 19 年には新たに里山地帯を中心にヘアートラップ調査を実

施し、より詳細な個体数推定を実施した結果、本県における個体数（成獣のみ）

はおよそ 600～800 頭と推定された。 

その後、「第３期石川県ツキノワグマ保護管理計画」を策定するため、平成 23、

24 年の 2 ヵ年で実施した直接観察による個体数調査の結果、個体数（成獣のみ）

は約 700～900 頭と推定された。この調査では、クマの中能登地域への生息地の拡

大に伴い、調査対象地域を、これまでの地域にかほく市、羽咋市、七尾市、宝達

志水町、中能登町の 2 市 3 町の地域を加えて実施したが、低標高で残雪の少ない

これらの調査地では、クマは確認されなかった。 

 

＜本計画における個体数推定＞ 

「第２期石川県ツキノワグマ管理計画」を策定するにあたり、平成 28、29 年の

２ヵ年で直接観察による個体数調査を行ったほか、新たに、マルコフ連鎖モンテ

カルロ法を用いた階層ベイズ法により個体数推定を行った。 

平成 28、29 年の 2 ヵ年で実施した、従来の残雪期の直接観察による生息状況調

査結果とこれまでの目撃件数や捕獲数などのデータも活用し推定をした結果、個

体数は中央値で 1,052 頭（幼獣、亜成獣を含む）、90％信頼区間では 525～2,357

頭と推定された。 

なお、これまでの個体数推定は、環境省のガイドライン（平成 22 年 3 月策定）

により成獣のみとしていたが、環境省が平成 28 年度に策定したガイドラインにお

いて、安定的な個体群については成獣に限定しない全体の個体数を指標として構

わないとされたことから、今回の推定より成獣に限定しない全体の個体群を指標

とすることとした。 
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【参考】 

階層ベイズ法を用いた個体数推定の結果、県内に生息するクマの推定個体数は増加傾向 

にあり、平成 28 年度末の個体数は、中央値で 1,052 頭（90％信頼区間では 525～2,357 頭） 

と推定された。（※個体数は、幼獣・亜成獣を含めた全個体数。） 

 

図７ 推定個体数の推移 

 

年度 5% 25% 中央値 75% 95%
H17 380 523 721 1,018 1,549
H18 430 574 777 1,082 1,622
H19 395 541 752 1,072 1,623
H20 420 572 788 1,121 1,700
H21 431 590 815 1,158 1,755
H22 461 622 853 1,217 1,818
H23 433 606 848 1,224 1,866
H24 486 659 911 1,304 1,969
H25 520 702 964 1,374 2,068
H26 540 735 1,007 1,437 2,175
H27 512 723 1,012 1,470 2,248
H28 525 749 1,052 1,535 2,357

※小数点以下四捨五入  

 

 

 

 

（頭） 
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③ 捕獲等の状況 

平成 16 年秋には、北陸地方を中心に大量出没が発生し、県内では羽咋市以南

の市町で約 1,000 件の出没があり、5 月 1 日以降の捕獲数は 166 頭にのぼった。 

平成 18 年には、東北・関東甲信越などで大規模な大量出没が発生し、多数の

クマが捕獲された。全国のクマ捕獲数は 5,000 頭を超え、史上最高を記録し、

石川県でも 78 頭が捕獲され、狩猟自粛の事態となった。 

第２期保護管理計画期間の平成 19 年度から平成 23 年度までの 5 年間の捕獲

数（放獣を除く）は、平均すると約 57 頭／年となっており、大量出没年の平成

22 年度は 74 頭と捕獲上限数の 70 頭を上回っているものの、それ以外の年度は

いずれも下回る結果となっている。 

第３期保護管理計画（変更前）では、推定生息個体数の見直しがあったため、

平成 25 年度に捕獲上限が 96 頭に引き上げられたが、平成 25 年度以降の捕獲頭

数は、最も捕獲数の多かった平成 26 年度の 88 頭を含め、いずれの年も捕獲上

限を下回っている。 

 

図８ ツキノワグマの捕獲数、目撃件数等 
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＜参考＞各年度の餌資源豊凶予測 

区　　分 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

ブ　　ナ × ◎◎ ▲ ○ ▲ ◎ × ◎◎ ▲ ▲ ▲ ◎ ▲

ミズナラ × ○ ▲ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎

コ ナ ラ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎
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平成 18 年度から平成 28年度の捕獲位置（狩猟による捕獲を除く）を見ると、羽咋市以 

南の里山周辺地域や山間部 67 メッシュで広く捕獲がみられる。（図９） 

このうち、10 頭以上の捕獲メッシュは 14 メッシュで、特に金沢市と白山市で多く捕獲

されている。一方、生息分布が拡大している能登地域においては、捕獲メッシュは 4メッ

シュのみで、中能登町以北では捕獲実績がない状況となっている。 

 

 

 図９ 捕獲位置の分布（平成 18 年度～平成 28 年度累計）（約 5km メッシュ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害と対応状況 

クマによる被害は、秋の大量出没時の集落周辺での人身事故や、果樹等への農作

物が顕著である。通常の状態でも、山間部での山菜やキノコ取りなどでクマとの遭

遇による人身事故、春から初夏に発生する植林地でのクマ剥ぎによる森林被害、餌

が少なくなる夏は、若いクマの分散期とも重なり、生息地周辺地域では果樹等への

被害が発生する。また、養蜂箱に対する被害のほか、野生のミツバチが営巣した墓

や家屋などが荒らされる被害が見られる。 

能登地域 

加賀地域 
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① 人身被害 

 ア 被害状況 

クマによる人身被害は、平成 5 年度から平成 29 年度までの 25 年間で 45 件発 

     生し、46 名が被害にあっている。 

金沢市における被害が最も多く 19 件、次いで白山市が 11 件、加賀市が 8 件 

となっており、被害は金沢市以南に集中している。能登地域では宝達志水町で 

1 件あるだけで、奥能登地域では人身被害は発生していない。（表３） 

秋の大量出没が発生した平成 16 年度、平成 18 年度、平成 22 年度、平成 26 

年度には、それぞれ年間 4～5 件の人身被害が発生した。これらのうち、平成 

18 年度の 1 件は住宅街の路上で発生し、平成 22 年度の 1 件は市街地を流れる 

河畔の住宅地にある公園内で発生している。これらの例は、クマが茂みをつた 

って事故現場に到達したと推定され、野生動物が奥山から里山を経て市街地ま 

で至る移動が容易にできる環境が連続していることが、人身被害の発生の大き 

な要因と考えられる。 

また、過去 25 年間で、4 月～8 月は 19 件、9 月～10 月は 26 件の被害となっ 

ているが、平成 24 年度以降は春から夏にかけての被害が多くなっている。 

（図１０） 

 

表３ 地域別の人身被害件数（平成 5 年度～平成 29 年度） 

 

地　　区 市　町 被害件数 割　合

加賀市 8 17.8%

小松市 4 8.9%

能美市 2 4.4%

川北町 0 0.0%

白山市 11 24.4%

野々市市 0 0.0%

金沢市 19 42.2%

津幡町 0 0.0%

内灘町 0 0.0%

かほく市 0 0.0%

宝達志水町 1 2.2%

羽咋市 0 0.0%

志賀町 0 0.0%

中能登町 0 0.0%

七尾市 0 0.0%

穴水町 0 0.0%

輪島市 0 0.0%

能登町 0 0.0%

珠洲市 0 0.0%

45 100.0%合　　　計

南加賀

石川

県央

中能登

奥能登
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図１０ ツキノワグマによる人身被害件数 

 

 

被害者の年齢、性別をみると、男性では 60 代が最も多く 15 人、女性では 70 代

が最も多く 5 人となっている。全体の合計では、男性が 35 人、女性が 11 人とな

っており、被害者の 8 割近くが男性であった。（図１１） 

人身被害発生時の状況を見ると、散歩中が最も多く 13 件、次いで、山菜やキノ

コ採り中の被害が 11 件となっている。その他、住宅周辺やゴルフ場等、人の生活

圏における被害も発生している。（図１２） 

 

 

図１１ 年代別、性別人身被害者数（平成 5 年度～平成 29 年度） 
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図１２ 人身被害発生状況（平成 5 年度～平成 29 年度） 

 

 

 

 

 

イ 対 策 

（ア）大量出没時等の対策 

平成 16 年秋に発生した大量出没に対応するためのマニュアルを平成 18 年 

3 月までに作成し、県、市町、地域等の役割分担を明確にし、連携して対応 

することとしているほか、以下の取り組みを行っている。 

ａ 出没予測 

エサ資源調査を実施し、ブナ、ミズナラ、コナラの 3 種を中心に、結実予 

測を実施しているほか、出没情報の収集と解析を実施している。 

ｂ 出没注意報・出没警報の発令 

エサ資源調査結果と出没情報等からクマの大量出没が予想される場合、注意情報や 

警戒情報を出すこととしている。 

ｃ 出没情報の広報 

市町、地域から寄せられたクマの目撃情報を県(自然環境課）ホームページ 

に掲載し、目撃のあった地域を中心に県民に対し注意を呼びかけている。 

     

（イ）被害防除の普及啓発 

    人身被害の防止を図るために、出没が多い地域等において被害防除に関する普及啓 

発を行ったほか、各市町担当職員等を対象とした捕獲技術研修を行った。 
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② 農作物被害 

クマによる農作物被害はほとんど見られず、平成 19 年から平成 28 年までの 10

年間でわずか 0.23ha である。平成 24 年から平成 28 年の 5 年間では、津幡町の

5a でカキやスモモの被害が発生している。 

 

図１３ ツキノワグマによる農作物被害 

 

③ 林業被害 

クマの林業被害は、「クマハギ」と呼ばれる樹皮の剥皮被害である。主に、ス

ギ、ヒノキの壮齢植林地で発生し、根元から約 2～3m の高さまで樹皮を剥ぎ、形

成層の部分を切歯で、はぎ取った状況が見られる。 

県内では、加賀市、小松市、白山市、金沢市で、平成 19 年から平成 28 年まで

の 10 年間で、約 50ha、約 19,000 本の被害が発生している。平成 24 年から平成

28 年の 5 年間では、約 18ha、9,736 本の被害が発生している。 

被害防除対策として、生分解性プラスチック素材で作ったクマハギ防護ネット

巻きを実施しており、直近の実施状況は、平成 27 年度は 32,953 本、平成 28 年度

は 6,820 本となっている。 

 

 

図１４ 森林被害面積 
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図１５ 森林被害本数 

 
 

④ 養蜂その他被害 

山中に設置した養蜂箱が襲われる事例が見られた。これに対しては、養蜂箱の周

囲を電気柵の設置による防護を指導している。  

また、野生のミツバチが墓石の中や家屋の腰板の中などに巣を作り、これを狙っ

てクマが墓石や家屋を壊す事例も見られた。  
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（５）狩猟者の状況 

狩猟者は狩猟によりイノシシやニホンジカ、クマといった管理すべき鳥獣の数を

調整する役割を担っているとともに、有害捕獲の従事者としても重要な役割を果た

している。県内の狩猟者登録数は、平成 18 年度には 750 件と過去最少となったが、

平成 19 年度以降は増加に転じ、平成 27 年度は 1,285 件、平成 28 年度には 1,478 件

と平成 23 年度と比較すると約 1.7 倍に増加している。 

種類別の登録者を見ると、第一種銃猟については、平成 23 年度は 512 件だったが、

平成 28 年度には 464 件となり、約 10％程度減少している。一方、わな猟免許取得

者の増加が著しく、平成 23 年度は 277 件から、平成 28 年度には約 3.4 倍の 929 件

となっている。（図１６） 

平成 20 年度以降、狩猟免状保有数は増加傾向にあり、平成 28 年度には 2,493 件

に増加している。 

年齢別狩猟免状保有数を見ると、平成 11 年度には 60 歳以上の占める割合は約

30％だったが、平成 21 年度には 60％に上昇し、以降 60％前後で推移している。

（図１７） 

図１６ 県内狩猟登録者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７ 年齢別狩猟免状保有数の推移 
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６ 第１期ツキノワグマ管理計画の評価 

   第１期ツキノワグマ管理計画では、白山・奥美濃地域ツキノワグマ個体群の長期に

わたる安定的な維持及び人身被害等の防止を目標に、生息環境管理、個体数調整のた

めの捕獲や人身被害等の防止に取り組んできたところである。 

   具体の取り組みと評価については以下のとおりである。 

 

（１）生息環境管理 

例年クマの目撃が多い地域では、藪の刈り払いや耕作放棄地の管理を行うなど、

クマの出没を抑制するための環境整備が必要である。 

 

（２）個体群管理 

第１期管理計画期間中の狩猟と個体数調整捕獲を合計した総捕獲数は、捕獲上限

の約 70％を維持しており、目標の一つであった白山・奥美濃地域個体群の安定的な

維持については達成している。 

一方で、近年は能登地域への分布の拡大や目撃件数の増加が見られ、モニタリン

グ調査の結果、里山地域に定着または活動する個体も増加していることが明らかに

なった。また、今回の計画で導入したベイズ法による個体数推定においても、本県

における個体数が増加していることが明らかになった。 

もう一つの目標である人身被害の防止については、人の生活圏及びその周辺での

クマとの遭遇によるリスクの低減を図り、人身被害等の防止効果を向上するため、

各市町において集落レベルのゾーニングを行い、出没情報に基づいたきめ細かな捕

獲を実施することが必要である。そのため、捕獲技術の向上について市町を支援す

る。 

また、年々増加する個体数を低減し、出没を抑制するには、狩猟は必要な捕獲で

あるため、狩猟者に対して捕獲上限までの捕獲可能な頭数などの情報提供をする。 

 

（３）人身被害等の防止対策 

① 人身被害防止対策 

毎年度、クマによる事故を防ぐためのリーフレットを県民に配布しているほか、

平成 27 年以降は、フォーラムや目撃が多い地域においてセミナーを開催し、普及啓

発を図ってきたところである。しかし、毎年数件の人身被害が発生していることか

ら、引き続き、県民への人身被害防止に対する普及啓発に取り組む必要がある。 

大量出没を予想するためのエサ資源調査の評価方法について、各県で評価基準が

異なることから、隣県との調整を図ることも検討する必要がある。 

また、きめ細かなゾーニングと被害軽減のため、生息状況や被害状況等のモニタ

リング調査について引き続き実施する必要がある。 

 

② 農林業被害の防除 

被害の大部分は林業被害で、継続的に発生していることから、引き続き、被害防

止対策を徹底する必要がある。 
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７ 管理の目標 

（１）管理の目標 

石川県内に生息するクマについて、良好な生息地の環境の維持、里山林や荒廃地の

整備及び適正な個体数管理を行うことにより、「白山・奥美濃地域ツキノワグマ個体

群」の長期にわたる安定的な維持及び人身被害等の防止を図ることを目標とする。  

なお、適正な捕獲数管理のため、狩猟及び個体数調整捕獲（※１）（緊急捕獲含む）

を合わせた年間捕獲数の上限は、推定個体数 1,052 頭（中央値）（※２）の 12％  

（※３）である 126 頭とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）目標を達成するための施策の基本的考え方 

   目標達成のための施策の基本的な考え方は以下のとおりとし、クマの生息状況や生

息環境、人間活動等を考慮し、県内を広域的に３つの地域に区分し（図１８）、それ

ぞれの地域区分毎に施策の基準（表４）を定め、以下の①から③を柱に目標達成のた

めの施策を実施する。  

   なお、県レベルの広域的なゾーニングでは、きめ細かな対応は難しい。出没が多い

地域、人身被害や農林業被害が発生している等、クマ対策が必要な地域については、

各市町において集落レベルでのゾーニングを行い、きめ細かに対応することが必要で

ある。  

 

 

※１ 個体数調整捕獲 

特定鳥獣管理計画に基づき行う捕獲。 

個体数調整は特定鳥獣管理計画に基づく､個体数管理のための捕獲であり、  

有害鳥獣対策、緊急出没対応に係る捕獲を含むものである。捕獲には、個   

体数調整捕獲の他に、狩猟によるものがある。 

※２ 推定生息頭数 

平成 29 年度の個体数推定調査の結果、推定生息数は 525～2,357 頭の中央 

値である 1,052 頭を推定生息頭数の基準値とする。 

※３ クマ類の個体数水準（特定鳥獣保護管理計画作成のためのガイドライン(クマ

類編)(環境省、2017)より） 

    個体数水準１：危機的地域個体群：個体数 100 頭以下、分布域が極めて狭く 

孤立している（狩猟禁止、捕獲上限割合は成獣個体数の 3％） 

    個体数水準２：絶滅危惧地域個体群：個体数 100～400 頭程度、分布域が狭 

く、他個体群との連続性が少ない（狩猟禁止、捕獲上限割合 

は成獣個体数の 5％） 

    個体数水準３：危急地域個体群：個体数 400～800 頭程度、分布域は他個体 

群との連続性が制限されている（狩猟と許可捕獲の合計数の 

上限割合は総個体数の 8％） 

    個体数水準４：安定存続地域個体群：個体数 800 頭以上、分布域は広く連続 

している（狩猟と許可捕獲の合計数の上限割合は総個体数の 

12％）   
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① 生息環境管理 

    クマの良好な生息地の環境の維持と円滑な人間活動の確保を図るため、森林整備

に取り組む。  

   

② 個体群管理 

    人間との軋轢を低減させるため、生息数に応じた捕獲数を設定し、適正な個体数

の管理を行い、白山・奥美濃地域個体群の長期にわたる安定的な維持を図る。  

 

  ③ 人身被害等の防止対策 

    生息環境管理と並行して、農作物や放置果樹、家庭ごみ等の誘引物を適切に管

理・除去し、人身被害の防止と出没の抑制を図る。  

 

 

図１８ 地域区分の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※緩衝地域として色分けされている中で、里山集落、農地及び被害発生中の植林地等について

は、排除地域として区分される。 

   ※大規模河川の上流域は排除地域として色分けされているが、里山集落、農地及び被害発生中

の植林地等がなければ、緩衝地域として区分される。 

 

保護地域 

白山鳥獣保護区 

大日山鳥獣保護区 

鈴ヶ岳鳥獣保護区 

緩衝地域 
保護地域及び排除地

域を除いた地域 

排除地域 

市街地、里山集落、

農地及び被害発生中

の植林地 

ただし、邑知低地帯

以北は全域とする 

大日山鳥獣保護区 

白山鳥獣保護区 

鈴ヶ岳鳥獣保護区 
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表４ 地域区分毎の施策の基準 

区 分 

保護地域 緩衝地域 排除地域 

クマの生息域として、

厳正に保護する地域 

白山、大日山、鈴ヶ岳 

鳥獣保護区 

クマと人間の活動が混

在する地域 

円滑な人間活動を確保

する地域 

生息環

境管理 

自然環境を維持できる

ように配慮し、野生動物

の良好な生息環境を維持

する。 

農地、集落、被害地に

近い区域は、里山林の間

伐や除伐などの森林整備

に努める。 

藪の刈り払いや耕作放

棄地の管理 などに努め

る。 

個体群

管理 

個体数調整捕獲は実施

しない。 

狩猟、個体数調整捕獲

を推進する。 

狩猟、個体数調整捕獲

を行い、積極的に排除す

る。 

人身被

害等防

止対策 

入山者への注意喚起を

行う 

 入山者や周辺住民への

注意喚起のほか、放置果

樹等の誘引物除去の徹

底、森林所有者への林業

被害防除の指導などを行

う。 

 周辺住民への注意喚起

のほか、農作物や放置果

樹、家庭ごみ等の誘引物

除去の徹底、緩衝帯整備

や市街地出没等の緊急時

対応を行う。 

 

 

 

８ 目標を達成するための施策 

（１）生息環境管理    

  ① 保護地域（白山鳥獣保護区、大日山鳥獣保護区、鈴ヶ岳鳥獣保護区）  

    本来の野生動物の生息地として厳正に保護する地域であるため、自然環境を維持

できるように配慮し、野生動物の良好な生息環境の維持に努める。 

 

  ② 緩衝地域 

    野生動物と人間の活動が混在する地域であるため、野生動物の生息地の保全を目

的とする地域では現状維持に努める。 

被害地、農地、集落地に近い部分では、市町や農林業関係者と連携協力しながら、

里山林の間伐や除伐など森林整備に取り組むものとする。 

 

  ③ 排除地域 

    有害鳥獣を排除し、円滑な人間活動を確保する地域であるため、隠れ場となるヤ

ブや草むら、休耕田、耕作放棄地等の荒廃地の整備に努める。  
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（２）個体群管理 

   本県におけるクマの個体数は約 525～2,357 頭（中央値 1,052 頭）と推定される。本

県のクマが属する「白山・奥美濃地域ツキノワグマ個体群」の個体数水準については、

各県の推定個体数から安定存続地域個体群と判定されることから、本県のクマの年間

捕獲数については、個体数の 12％以下とし、当該個体群の長期にわたる安定的な維持

及び人身被害等の防止を図るために、個体数調整捕獲及び狩猟を合わせた年間捕獲数

の上限を 126 頭とし、保護地域を除き、個体数調整捕獲及び狩猟により捕獲を進める。 

   なお、大量出没等により年間捕獲数の上限を大幅に超えた場合は、次年度の年間捕

獲数の上限について検討会に協議することとし、年間捕獲数の上限を下回った場合は、

翌年の捕獲数の上限は特に変更しないこととする。 

 

表５ 白山・奥美濃地域個体群に属するツキノワグマの推定生息個体数 

県名 エリア 調査年 調査方法 推定生息数 
合 計 （ 推 定

生息数） 

富山県 全域 1)  H26-H27 カメラトラップ法 1,290 頭 1,689 

～4,088 頭 2) 

石川県 全域 H29 ベイズ推定 
525 

～2,357 頭 

福井県 嶺北 H18・H27 ヘアトラップ法 400～760 頭 

岐阜県 白山-揖斐 H23 ベイズ推定 644 頭 

滋賀県 湖北 H19-H28 ヘアトラップ法 120～327 頭 

   1)白山・奥美濃地域個体群以外の個体群を含む 

  2)富山県の推定生息数を含まない 

 

 ① 地域区分毎の捕獲の考え方 

    ア 保護地域（白山鳥獣保護区、大日山鳥獣保護区、鈴ヶ岳鳥獣保護区） 

       個体数調整捕獲を実施しない地域とする。ただし、人命の危険が予測され

る場合は、当該市町は、石川県有害鳥獣捕獲事務取扱要領第６条第５項によ

り対処するものとする。 

    イ 緩衝地域（保護地域及び排除地域を除いた地域） 

       狩猟、個体数調整捕獲を推進する。 

    ウ 排除地域 被害発生中の植林地、農地、里山集落及び市街地。 

           ただし、邑知低地帯以北は全域とする。 

       被害防除及び個体数調整捕獲を中心に実施し、排除に努める。 

 

  ② 個体群管理を行う期間と捕獲数の把握 

    個体群管理の期間は、毎年５月１日から翌年４月３０日までとする。 
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  ③ 個体数調整捕獲の実施 

    個体数調整捕獲については、「石川県ニホンザル、ツキノワグマ及びニホンジカ

管理計画に係る個体数調整事務取扱要領」に基づき実施することとする。 

    捕獲にあたって、イノシシ等の箱わなと兼用でクマの捕獲をする場合は、クマに

破壊されない強度のある箱わなを使用することとし、脱出口は必要ないものとして

差し支えない。 

    また、市町においてイノシシ等の有害捕獲でくくりわなを使用する場合は、クマ

の錯誤捕獲が想定されるため、その場合の対応について予め捕獲隊と協議すること

とする。 

 

  ④ 年度途中の捕獲数の把握 

自然環境課は、毎年度、狩猟期前の１１月１４日までに、市町の個体数調整捕獲

の実績を取りまとめ、県ホームページや県猟友会へ周知することとする。 

狩猟期中の捕獲実績については、各農林総合事務所において３月２０日までに取

りまとめ、自然環境課へ報告することとする。 

 

（３）人身被害等の防止対策 

  ① 人身被害の防止 

生息環境管理と並行して、人身被害の防止を図るため、クマの出没による人身被

害の防止対策として「石川県ツキノワグマ出没対応マニュアル」に基づき、市町や

関係機関等と連携し、市街地出没時の対応や登山や林内作業等における人身被害の

防止に努めるものとし、大量出没時には、同マニュアルに定める連絡会議等を随時

開催し、適切な対応方策を講じることとする。 

    また、出没抑制対策として、緩衝地域にある被害地、農地、集落地の周辺では、

市町や農林業関係者と連携協力しながら、加害個体の排除に取り組むものとする。 

    排除地域である被害地、農地、集落地では、農林業被害等を抑制できる地域づく

りを行うために、県、市町、関係団体、地域住民等が連携協力して下記の事項等の

徹底に努める。 

    ア 隠れ場となるヤブや草むら、休耕田、耕作放棄地等の荒廃地の整備に努める。 

    イ クマを農地や集落に誘引するカキ等の果樹の早期の摘果や収穫、放棄野菜、

農業廃棄物などの誘引食物の管理を徹底する。 

    ウ クマの市街地等への侵入を防止する目的で、緩衝帯整備や、河川や河岸段丘

崖に生育するヤブ及び樹林地の刈り払いなどの措置を講じる。 

 

  ② 農林業被害の防除 

    農林業被害については、その把握に努め、各市町に対して、侵入防止のための電

気柵の設置など被害対策方法の情報提供などに努めることとする。 

    特に、被害の多い林業被害については、クマはぎ防止ネット巻など、状況に応じ

た適切な防除方法の指導等に取り組むこととする。 
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９ その他管理のために必要な事項 

（１）モニタリング等の調査研究 

県は、市町等と連携協力して、科学的・計画的な管理施策を推進するため、生息

状況や被害状況などについてモニタリングを実施し、評価・検討を行う。 

また、必要に応じて、新たな調査手法等について検討していく。 

 

表６ モニタリング項目案 

 

目的 内容 方法 実施者
実施
時期

目撃・痕跡
調査

出没情報の収
集・解析

目撃・痕跡情報位置
目撃者からの
報告、現地調
査等

県（自然環境課、白山
自然保護センター）、市
町、捕獲隊、鳥獣保護
管理員

随時

捕獲個体
調査

個体群の質の
評価

雌雄、年齢、体重、食性等
捕獲者からの
報告、歯等の
標本提出

県（自然環境課、白山
自然保護センター）

随時

捕獲数
調査

情報蓄積、
反映

捕獲場所、日時、頭数、方法
捕獲者からの
報告

県（自然環境課、白山
自然保護センター）

随時

自動撮影カ
メラ調査

行動域の把握 撮影回数、頭数
自動撮影カメラ
の設置

県（白山自然保護セン
ター）

毎年（5～11月）

個体数
調査

生息個体数の
推定

生息密度、個体数
定点観察法に
よる目視調査

県（自然環境課、白山
自然保護センター）、猟
友会

計画改訂の前々年と前年

個体数推
定調査

生息個体数の
推定

推定個体数、将来予測 階層ベイズ法 専門業者委託 計画改訂の前年

生
息
環
境

堅果類豊
凶調査

秋期大量出没
の予測

雄花落下数、着果度 現地調査
県（自然環境課、白山
自然保護センター）

毎年（5～6月、8～9月）

人身被害
調査

情報蓄積、解
析、防止の資
料

日時、場所、状況、被害者の
年齢、性別、負傷程度、その
後の対応等

報告、現地調査
県（自然環境課）、市
町、捕獲隊、警察、消
防、鳥獣保護管理員

随時

農業被害
調査

被害実態と変化
被害面積、被害金額、被害
量、被害品目　等

農業者からの
報告

県（農業安全課）、市町 毎年

林業被害
調査

被害実態と
変化

被害面積、被害金額、被害
量、被害品目　等

林業者からの
報告、現地調査

県（農業安全課、森林
管理課）、市町

毎年

被害防除
対策

現状と効果の
把握

対策の有無、方法、効果など 報告、聞き取り
県（自然環境課、農業
安全課、森林管理課）、
市町、鳥獣保護管理員

毎年

調査項目

生
息
状
況

被
害
状
況
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（２）計画の実施体制 

管理対策の結果を正確に評価し、次期計画にフィードバックしていくために、   

図１９の管理実施体制を持続させるものとする。 

また、必要に応じて計画の見直し等を行うものとする。 

 

図１９ 管理実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 特定鳥獣管理計画（ツキノワグマ）検討会 

特定鳥獣管理計画の策定及び実施に当たって、本県に生息するクマの適切な保

護管理のあり方について専門的な観点から分析、評価を行うとともに、改善点や

計画の見直しについて検討を行う。 

 

② 特定鳥獣管理計画（ツキノワグマ）ワーキンググループ 

クマによる人身被害、農林業被害の防止や対策等について、関係各課・機関が

相互の連携を図りながら適切な対策を検討する。 

    

県機関 ：生活環境部（自然環境課、白山自然保護センター） 

農林水産部（農業政策課(農業参入・経営戦略推進室)、里山振興室、

農業安全課、森林管理課、各農林総合事務所、農林総合研究センタ

ー）、警察本部(生活安全企画課、地域課) 

関係機関：環境省（中部地方環境事務所）、農林水産省（北陸農政局、石川森

林管理署）各市町、（一社）石川県猟友会、石川県森林組合連合会 

（県）案の公表・関係機関協議 
検討会の開催 

公表 

県・関係市町 
・ワーキング会議の開催 
・被害対策協議会開催 
・普及啓発と研修会の実施 

白山自然保護センター 
（調査の経過・結果の発表） 

石川県特定鳥獣管理計画 
検討会の開催 

管理計画案の作成 

管理計画の策定（確定） 

管理対策の実施 

モニタリングの実施 

環境審議会への諮問・答申 

評価検討会の実施 

フ 

ィ 

ー 

ド 

バ 

ッ 

ク 
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③ 各機関の役割 

県、市町、猟友会、農林業者、地域住民等が密接な連携のもとに、個体数管理、

被害防除対策及び生息環境管理等の管理施策に取り組む。 

     県   ：市町が行う個体数調整捕獲や被害防除対策の知識、技術等の普及や

支援、出没状況などの各種情報の提供、生息地管理（緩衝帯整備）、

生息状況調査などを行う。 

なお、鳥獣保護管理員は、専門的立場から痕跡などを調査し、誘引

物の有無について確認し、誘引物の除去等に関する助言、協力を行

う。 

     市町  ：出没に備え、生息地管理、被害防除対策、個体数調整捕獲を行うと

ともに、地域住民への注意喚起に努める。また、クマが出没した際 

には、必要に応じて警察等と連携しながら周辺のパトロールを実施

する。 

市町捕獲隊（猟友会）：市町の個体数調整捕獲の実施。市街地出没等市町長か

らの緊急出動要請があった場合、捕獲隊員を招集し、各市町長の指

示のもと市町が実施するパトロール、追い払い、捕獲等に協力する。 

     警察  ：クマ出没の際には、パトロールや現場確認を行い、当該地域の安全

確保に努めるとともに、特に市街地出没の場合の対応。 

     地域住民：クマの出没があった場合は速やかに市町へ報告するよう努める。ま

た、日頃からクマの誘引物となる生ゴミ、農業残滓、不要な取り残

しの果樹等を放置しないよう努める。人家周辺に藪などのクマが潜

みやすい環境がある場合は、刈り払いなどを行う。 

  

（３）普及啓発等 

    県、市町等が連携協力して、生息状況、被害状況、本計画の趣旨・内容などの普

及啓発に努める。 

また、管理に関する技術、知識の習得を目的に、関係機関の構成員に対する研修

を実施するものとする。  

 

（４）狩猟者の確保・育成 

県は狩猟免許試験の周知に努めるなどにより、新たな捕獲の担い手の増加を図る。 

また、狩猟者の技術向上のための講習会等を開催することにより、安全性の確保

や捕獲技術の向上に努める。 

 

（５）国及び関係県等との調整 

    特定鳥獣管理計画の目的を達成するため必要となる事項については、国、白山・

奥美濃地域ツキノワグマ広域協議会及び関係県と管理施策の調整を十分に図り、情

報共有や対策等について積極的に連携を図っていくものとする。 

 


